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【目的】　在宅家族介護者のストレスに関する研究は最近増加しているが、ホームヘルパ

ーのストレスに関する実証研究はほとんど手がつけられていない。ホームヘルプサービス
は在宅福祉の３本柱とされ、在宅福祉の中核を担うものである。本研究はホームヘルパー
の心理的ストレスを測定するための尺度を構成すると共に、それらに関連する諸要因を明

らかにすることを目的とする。
【方法】　本研究で分析するデータは、長野県内のホームヘルパー479名を対象とした調査
から得られたものである。調査は長野県ホームヘルパー研修大会において配票、回収した。

ホームヘルパーのストレスを測定するための主要な要因として、ストレッサー、リソース、

価値意識、コーピング、心理的ストレス反応の５つを用いた。
【結果】　12のストレッサー項目のうち、「よくあった」「ときどきあった」という回答
が多いのは「仕事が多くて時間に追われる」（59.5 ％）、「対象者が無気力な態度を示し
た」（40.3 ％）、「休暇がとりにくかった」（39.8 ％）などであるのに対して。「対象者

の家族と感情的な行き違いがあった」のは8.2％にすぎなかった。ストレッサー項目の主成
分分析を行い３因子（ ケースに関わる因子、上司・同僚に関する因子、勤務に関する因子）

の時、最適解を得た。ホームヘルパーの心理的ストレス反応に有意な影響を及ぼしていた
のはストレッサーの３因子、リソースのうち個人的側面では健康、家族の理解、職場の組
織的側面では欠勤時における代替ヘルパーの体制が整っていることであった。また、ヘル

パーの仕事を積極的に受けとめているほど心理的なストレスは小さかった。
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妊娠・出産に関する若年層の意識調査
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【目的】施設内出産が主流となった近年の産科医療の発達は。陣痛促進剤や排卵誘発剤の

副作用による医療事故といった新たな問題を発生させた。また、不妊症に対する生殖技術
の研究も著しく進展したが、不妊治療に関する法的整備は不十分であり、生命倫理の観点

からも合意形成には至っていない。一方、新課程の高等学校・男女共学家庭科では親にな

るための教育が打ち出され、その自覚を育成することが重視されるようになった。そこで

本研究では、上記のような現状をふまえ、妊娠・出産に関する若年層の意識調査をとおし

てその実態を把握し、家庭科教育における課題を追及しようとした。

【方法】調査対象は新潟大学の学生510 名で、調査は1996年6～7月に実施した。方法は、

質問紙法による自己記入式で、回収率は94.3％であった。なお、助産婦をめざす療短期大

学の学生100名に対しても、同様の調査を実施した（1996年7月・回収率85.0% ）。さらに、
不妊治療やｱｸﾃｨ ﾌ≒゙ﾊ’-ｽについて自主的に勉強会などを実施しているサークル会員300名に

対しても、郵送法で同様の調査を実施した（1996年10～11月・回収率68.3 ％）。

【結果】(1)産科医療の知識；サークル会員は認知度が高く、情報源は複数にわたっていた。

大学生は認知度が低く、情報源はＴＶが中心であった。(2)妊娠・出産のイメージ：大学生
は性別によって異なる傾向にあった。サークル会員は相対的にイメージ得点が高かった。

(3)生殖技術の容認度；性別・属性別によって異なる傾向にあった。他項目とクロス集計し

た結果、生殖医療の認知度や子供が欲しいかどうか等の項目で有意差が認められた。
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